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令和８年８月 20日 

（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援センター 

 

仕 様 書 

 

１．業務名 

令和８年度の紛争処理委員実務研修で使用する資料の印刷・発送等業務 

 

２．業務の概要 

  当財団が主催する令和８年度紛争処理委員実務研修（以下「実務研修）という。）に係る資料の

印刷、リングファイルへの綴込及び別途印刷した資料を含めた資料一式の梱包並びに発送等。 

 

３．業務の内容 

  次の（１）から（５）までの各業務を行うものとする。なお、実務研修は、研修会場で受講する

「来場形式」と、インターネットを介して受講する「オンライン形式」を組み合わせたハイブリッ

ド形式で開催するため、来場形式での受講者用（以下「会場受講者用」）と、オンライン形式での

受講者用（以下「オンライン受講者用」）とで印刷物、梱包物が一部異なることに留意すること。 

 

 

 

（１）印刷業務 

・下表①～③に示す資料Ａ～α（Ｈ、Ｉを除き当財団より電子データで送付する。）を印刷する。 

・紙の仕様は、１）紙質：上質紙、２）坪量：約 64ｇ以上/㎡、３）厚み：約 0.09 ㎜以上、４）

白色度：約 81％（ISO方式）以上とする。 

・下表①Ｉのカラーインデックスは２穴・Ａ４タテ・４山を調達し（メーカー・品番は問わない）、

上から順に「資料Ⅰ」「資料Ⅱ」「資料Ⅲ」「参考資料」と印字する。 

・資料の頁数は、入稿までに増減の可能性がある。頁数の増減が印刷単価に影響する場合は、単

価変更の条件及び変更後の単価を見積書の備考欄に明記又は１頁当たりの単価を明記するこ

と。 

 

 

 

 

■業務全体像（フロー図）

【業務（1）】

【業務（2）】

│ │

会場受講者用 オンライン受講者用

上記リングファイルに次第（各会場用）綴込 上記リングファイルに次第（オンライン用）綴込

│ ＋

│ 受講者宛送付状、オンライン受講マニュアル

│ １部ずつ段ボールケース等に梱包[ア]

│ │

会場別に指定部数を段ボール梱包 審査会宛送付状１部＋段ボールケース[ア]を段ボールに梱包

│ │

会場へ発送（全８日程） 弁護士会へ発送（１回）

│

返送する会場未使用分を次回以降の会場分として保管・管理・発送

│

研修全日程終了後、残部があれば当財団へ返送

資料印刷

│

リングファイル綴込（資料＋インデックス）

【業務（4）】

【業務（5）】

【業務（3）】
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①共通資料 

 

②会場受講者用資料 

 

※部数は全８会場分の合計。 

③オンライン受講者用資料 

 

 

（２）綴込業務 

  ・２穴リングファイル【ﾘﾋﾄﾗﾌﾞ Ｄ型ﾘﾝｸﾞﾌｧｲﾙ A4 ﾀﾃ】（適切な背幅のもの）を調達すること。但

し、同ファイルの必要部数の調達が困難である場合には、当財団と協議の上で他社の同等品で

代替することも可能とする。なお、色は受注者と協議の上で当財団が指定する。 

・資料の綴込順は下表のとおりとし、二箇所に穴を開けたうえでリングファイルに綴じる。 

・リングファイルには背表紙（上記（１）①Ｈ）を入れる。 

  ・すべての資料を綴じたら、リングファイル付属のセーフティストッパーをかける。 

・資料「Ｊ1～Ｊ8、Ｋ：次第」は、各会場用及びオンライン用で綴じるものが異なるため注意す

ること。 

 

資料の綴込順（資料ファイル） 

 

※部数は全８会場分とオンライン分の合計。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料ID 資料名称（略称） サイズ 仕様 色 頁数 部数
Ａ 住宅品質確保法・住宅瑕疵担保履行法の概要等 50
B 迅速・適正な手続進行と紛争解決を目指して 10
Ｃ 住宅紛争判例ディスカッション 50
Ｄ 住宅品質確保法及び住宅瑕疵担保履行法の概要 30
Ｅ 長期保証保険 参考資料 24

ﾓﾉｸﾛ 28
ｶﾗｰ 現状0

Ｇ 住宅の相談、紛争処理等に関する最新状況 ｶﾗｰ 7
Ｈ リングファイルの背表紙 適寸法 左記ｻｲｽﾞにｶｯﾄ 1
Ｉ カラーインデックス Ａ４ 片面４山 4

Ｆ 住宅紛争判例ディスカッション 参考資料

Ａ４
両面、

左２ﾎﾁｷｽ
1635

ｶﾗｰ

ﾓﾉｸﾛ

資料ID 資料名称（略称） サイズ 仕様 色 頁数 部数
Ｊ1～Ｊ8 次第（各会場用） Ａ４ 両面 ﾓﾉｸﾛ 2 609※

資料ID 資料名称（略称） サイズ 仕様 色 頁数 部数
Ｋ 次第（オンライン用） 4
Ｌ 受講者宛送付状 1
Ｍ オンライン受講マニュアル 両面、左上ﾎﾁｷｽ ｶﾗｰ 9
α 弁護士会宛送付状 片面 ﾓﾉｸﾛ 1 52

1026
Ａ４

片面 ﾓﾉｸﾛ

綴じ順 資料ＩＤ 資料の略称 部数 備考

2 Ｉ 　　インデックス「資料Ⅰ」
3 Ａ 住宅品質確保法・住宅瑕疵担保履行法の概要等
4 Ｉ 　　インデックス「資料Ⅱ」
5 Ｂ 迅速・適正な手続進行と紛争解決を目指して
6 Ｉ 　　インデックス「資料Ⅲ」
7 Ｃ 住宅紛争判例ディスカッション
8 Ｉ 　　インデックス「参考資料」
9 Ｄ 住宅品質確保法及び住宅瑕疵担保履行法の概要
10 Ｅ 長期保証保険 参考資料
11 Ｆ 住宅紛争判例ディスカッション 参考資料
12 Ｇ 住宅の相談、紛争処理等に関する最新状況
13 冊子 マンガでわかる住宅リフォームガイドブック（冊子） 当財団送付する冊子（56頁、約160g）

1
Ｊ1～Ｊ8

Ｋ
次第（各会場用）
次第（オンライン用）

1635※
業務（1）で印刷したもの
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（３）セッティング業務＜オンライン受講者用＞ 

・オンライン受講者用の研修資料は全国 52 の弁護士会へ送付し、弁護士会からオンライン受講

者に１部ずつ送付する。各弁護士会における発送作業をスムーズに行うために、以下のセッテ

ィング業務を行うこと。 

・下表の資料を、受注者において準備した適寸法の段ボールケース等に１部ずつ梱包し、宅配便

等のラベルを貼ればそのまま発送できる態様にする。 

・セッティングした段ボールケース等には「実務研修資料在中」と１セットずつにシール等で内

容物を明記する。 

 

セッティング資料 

 

  

【セッティングに関する注意事項】 

・セッティングに際しては、資料に折れ・よれが生じないよう注意を払うこと。 

・段ボールケース等について詳細な仕様は指定しないが、宅配便等で発送しても資料が破損する

ことが無いよう、大きさ・厚さ等を考慮すること。また、既製品か受注者が製作したものかは

問わない。 

 

（４）発送業務 

  ＜会場受講者用＞ 

  ・上記（２）で作成したファイルを段ボールに梱包し、別紙のとおり各会場へ納入すること。な

お、各研修会場で未使用のファイルがあった場合は受注者に返送するので、次回以降の発送分

として使用してよい。 

※返送されたファイルを再利用する場合は、資料「Ｊ1～Ｊ8：次第」の差替えを行うこと。 

 ＜オンライン受講者用＞ 

  ・上記（３）のセッティング資料及び納入場所別の送付状（資料「α：弁護士会宛送付状」）を

段ボールに梱包し、別紙のとおり各弁護士会へ納入すること。 

  ・資料「α：弁護士会宛送付状」は各納入場所に１部ずつ送付する。その際、どの段ボールに送

付状が入っているか分かるように、伝票等に記載すること。 

【発送に関する注意事項】 

①箱の重量を含めて１箱 15kg以下で梱包すること。資料等の重さは以下のとおりになる予定。 

＜会場受講者用＞＜オンライン受講者用＞  

実務研修資料１セット≒1.0kg程度 

②運送中にファイルの金具が外れたり、資料が金具によって傷ついたりしないよう、ファイルの

間に緩衝材を入れるなどをして配慮すること。 

③運搬には、日付と時間帯を指定して配達することができ、かつ、荷物の追跡ができる方法をと

ること。 

④納入日、納入予定部数は別紙のとおりとする。 

 

（５）保管・管理業務 

令和８年 10 月 19 日（月）～令和８年 12 月 10 日（木）までに開催する研修会場（７会場）

において未使用のファイルがあった場合は受注者に返送するので、保管・管理を行うこと。こ

のファイルは、前記（４）のとおり、次回以降の発送分として使用してよい。 

・見積書には別紙記載の部数を保管・管理した場合の費用を記載すること。 

・ファイルの受取（着払）費用は受注者において立て替え、別途実費を当財団に請求すること。 

・当財団からの保管部数の問い合わせに対応できるよう在庫を逐次管理すること。 

・研修全日程終了後に残部があった場合は当財団へ返送すること。 

 

 

順番 資料ＩＤ 資料の略称 部数 備考
1 Ｌ 受講者宛送付状
2 Ｍ オンライン受講マニュアル
3 - 資料ファイル 業務（2）で作成したファイル

1026
業務（1）で印刷したもの
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４．業務の履行期間と納入すべき成果物の品目等 

（１）履行期間 

   契約締結の翌日～令和８年 12月 25日（金）（なお、印刷業務の原稿入稿は令和８年９月 11日

（金）頃を予定。） 

（２）成果物として納入すべき品目等、数量及び納入日は次のとおり。なお、３．（２）及び（３）

の作成物は印刷業務の開始前に当財団にサンプル１部を納め、検品を受けること。なお、サン

プルは別紙の数量に含めない。 

品目等 数量（部） 納入日(予定)  

３．（２）及び（３）の作成物 別紙のとおり 別紙のとおり 

印刷データ一式 １ 令和８年 12月末日までの当財団の指定する日 

（３）上記成果物に加え、全ての成果物の納入後に業務完了報告書を提出すること。 

 

５．納入場所 

上記４．（２）の成果物のうち、印刷データは当財団が指定する大容量ファイル転送ツールなど、

セキュリティが確保された方式により（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援センターへ納入する

ものとし、対象となる資料一式は別紙のとおりとする。 

 

６．検収条件 

  納入された成果物の数量及び内容について、当財団の担当者が、本仕様書の記載に基づいて検査

を行い、その結果を当財団が本仕様書に定めたとおり業務が行われたと認めたことをもって、検収

とする。 

   

７．その他 

（１）見積書の内訳欄に、上記「３．業務の内容（１）～（５）」の各金額（小計）を記載すること。

また、下表の単価を明記すること。 

３．業務の内容 記載単価 

（１） 印刷業務 資料ＩＤ（Ａ～α）毎の単価 

（２） 綴込業務 リングファイルの値段を含めた綴込１部あたりの単価 

（３） セッティング業務 セッティング１部あたりの単価 

（４） 発送業務 
１梱包ごとの発送単価（納入場所によって異なる場合はそれぞ

れの単価。自社配送の場合は配送単価。） 

（５） 保管・管理業務 保管１部あたりの単価（費用が掛からない場合は記載不要） 

（２）実際の業務実施にあたり、印刷原稿の頁数、全体の納入部数、各発送先への納入部数、保管部

数については増減する可能性がある。その場合は上記（１）の見積書に記載された単価に基づく

実費精算とする。 

（３）成果物の著作権、所有権は当財団に帰属する。 

（４）当財団より、過去の研修資料等を参考資料として受注者に貸与した場合、貸与品は履行期間内

に返却すること。貸与品の扱いについては契約書第６条の定めによる。 

（５）仕様にない事項については、当財団の担当者の指示に従うこと。 

（６）本業務に関する情報等について、外部への情報漏洩又はそれが疑われる事象（外部からの不正

アクセス等を含む。以下「緊急対応事象」という。）が生じた場合に、迅速な初動が取れるよう、

以下の連絡体制を徹底すること。 

１) 緊急対応事象を覚知したときは、業務時間外・休日であるか否かを問わず、直ちに電話に

よる直接連絡にて当財団に報告する。 

２) 緊急対応事象に係る緊急連絡先（電話番号）を当財団及び受託者の間で相互に登録する（連

絡先に変更が生じた場合は直ちに通知する）。 

３) 緊急対応事象について上記１)の直接連絡をした後、当該事象の詳細を記録し、速やかに

当財団に文書（電子データを含む）で報告する。 

 

以上 
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